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論文
技術進歩と資本の生産性
?
JI I 太 郎
I 資本係数と生産期間
一見精緻に見える経済分析や理論的展開において，仮設または前提とされる
基礎概念が，なお多少の問題を含む場合が時にあるようである。経済成長に関
するハロッドの基本方程式以来広く知られている資本係数の概念もその 1つと
なし得るであろう1)。以下技術進歩に関連して，そのような概念や問題点につ
き若干の考察を加えよう。
いうまでもなく資本係数 (capital coefficient) とは，．一定期間の産出高で
K 資本存在高を除した商であり，一般にーとしてあらわされる (0は産出高， Kは
゜資本存在高であって，両者共に一応価値量で計測される）。 そしてこの時資本存在高
とは，勿論，産出物の生産に要する固定資本と経営資本の存在高の合計と解さ
れるが，経営資本は資本全体の小部分をなすに過ぎないと考えられるから，以
下技術進歩に関連して問題となるのは，主として固定資本一一固定的資本設
備—ーであることになるであろう。
資本係数という用語は比較的新しい。けれどもこれに等しい概念は古くより
存在し，かつ別の用語で表現されてきた。すなわち夙に慣用されている資本の
回転速度 (velocity of capital-tu~nover) R 概念がそれである。資本の回転速
度とは，いうまでもなく，投下された資本の価値がすべて産出物の価値に転化
され了わるまでに要する時間の長短を意味する語であって，簡単にはこれを岳
とあらわすことができる。いうまでもなく経営資本は回転速度が早く，固定資
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本は回転速度が遅い。産出物の生産に要する資本全体の回転速度は，両種資本
の回転速度の加重平均によって求められることになるであろう（なお経営資本，
固定資本といっても，それを構成する財の種類によってその回転速度は一様ではない。し
かしそれぞれの資本財の回転速度の加重平均から資本全体の回転速度が得られる理は同じ
である）2)。
゜ところが資本の回転速度，万は明らかに資本係数の逆数である。従ってまた資本係数そのものは，資本の回転速度の逆表現ともいうべき資本の回転期間，
もしくはより一般的な経済学用語によれば，平均生産期間を意味することにな
゜る。すなわち資本の回転速度が速い（ーが大である）ことは，平均生産期間が短K K かい（ーが小である）こ
゜
とであり，逆は逆である。そしてここに生産期間に平均
の語を冠したのは，財の生産には固定資本と経営資本とが用いられるから，資
本全体の回転期間または財の生産期間は，両種資本のそれの加重平均として考
えられねばならないためである。 ロバートソンは財の生産に必要な資本の高
が， それの生産に要する時間（生産期間）に依存する関係を， 平均生産期間
(avergge period of~production), 完全平均生産期間 (fullaverage period of pro-
duction)等の用語を用いて巧みに解説している8)。彼は特に資本係数の語を用
・いていないが，彼が平均生産期間の語によって示している関係は，いわゆる資
本係数のそれと同じである。ハロッドもある箇所で， 「査杢すなわち生産過程所得
の長さ (thelength of the production process)」という表現を用いているもの
の，特別に両用語の関連を説明していない4)゜ ．彼には自明的であったのかも知
、Kれないが，近年資本係数の語はたた一の関係だけで概念される傾きがあるか
゜ら，ここで以上のようにその意味を明らかにしておくことも，あながち無用で
はないであろう。いうまでもなく生産に用いられる資本のうち，固定資本の割
合が大であればする程，平均生産期間従って資本係数は大であると一応想定さ
れ得る5¥
ところで生産期間または平均生産期間の語はまた，ベーム・バウエルク以来
親しまれて来た「迂回生産 (round-aboutproduction)」の語を思い起こさせる
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（近年ではハイエクの資本理論，生産構造論がこの考え方の線に沿っている）。迂回生産
とは一般的にいえば， 生産された生産財（例えば原料，道具，機械等）を用いて
なされる生産の意である。ロビンソン・クルーソー的な例示を借れば，魚を素
手で捕えるのではなく，先ず退いて網を作り，然る後その網を用いて魚を獲る
という生産の様式である。網を用いる生産様式は明らかに，網を作る時間だけ
生産により多くの時間がかかる （生産期間の延長）。 しかしそのために同じ 1
日の労働で捕獲し得る魚の数量（産出高）は著しく増加する。あるいは逆にい
って魚 1尾を捕えるに要する労働費用は著しく低減することになる 頃曲物1
単位当り生産費の低下）。一般に迂回生産によって生産力が増す，あるい迂回生産
の利益と称せられるのは．このように同じ費用の支出によってより多くの産出
高が得られること，あるいは同じ産出高を得るための費用が低減されることを
意味する 6)0 • 
しかし生産の迂回過程を現実の経済過程について，直接に跡ずけることは事
実上不可能である。ハイエクは原料採取から最終財の生産に至る全生産過程を
生産段階的に分ち，いわゆる単線進行的な生産構造を仮設しているが，現実に
おける生産過程の進行はいわゆる複線回帰的である。• すなわち例えば石炭を採．
るためには採炭機が必要であるが，採炭機の原料である鉄を作るためには石炭
が必要とされる，というような循環的関係が到るところに存在し，現実の生産
過程に追樅して生産迂回の長さを測ることは事実上不可能に帰する。よって生
K 産迂回の長さは，もし測るとすれば，ーによって計出される平均生産期間によ
゜って計測される外はない。別言すれば迂回生産の長さも結局は，平均生産期間
の長さというに等しいことになる。
ところが迂回生産の理論においては，生産の迂回過程（すなゎち平均生産期間）
が長ければ長い程， その生産力がより大となることが．前提的に仮設せられ
る。そしてそれにも拘らず迂回過程の延長が無限に進まないのは，それを可能
ならしめる資本（貯蓄）の供給に限度があるによる， と立論されているようで
ある。利用可能な資本の供給高によって，迂回過程の延・長が制約されることは，
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確かにそうであろう。けれども迂回過程の延長は直ちに生産力の増大を意味す
るという前提的仮設には，なおー考を要する点がある。というのは迂回過程の
延長は，そのことのうちに生産力を増大させる必然性を含んでいるのではな
い；換言すれば迂回生産過程は，長ければ長い程，必然的により大なる生産力
をもつというものではない，ということである。
すなわち科学と技術の発達に従って種々の新しい生産方法（新商品の開発を含
んで）が発明され， またはその可能性が開発される。仮りにその多くが固定資
本をより多く必要とする，従ってより迂回的な生産方法であるとしても．その
．．．．． 
ことの故に，それは必ず生産力を大ならしめるとはいうを得ない。技術的に可
能な迂回的方法も，ただそれだけで現実に利用可能な生産方法となるのではな
く，技術的に可能であり，しかもその上にそれが生産力をより大ならしめるこ
とが分明となった時に，始めて現実に利用可能な生産方法となるのである。如
何に斬新であっても，また生産迂回的であっても，それが利用可能な生産方法
となるまでには，このきびしい経済性（生産力効果）のテストをパズしなければ
ならない。それ故にまた，．技術的に可能であって経済的に引合わない方法につ
いては，それを経済的に引合うようにするために，更に進んだ工夫や努力が重
ねられることになる （例えば今日原子力発電や海水淡水化の計画が進められているよ
うに）。
要するに迂回生産過程の延長は，そのことだけで生産力効果をもつのではな
い。多くの，そして種々の程度の迂回的方法のうち，その生産力効果の分明な
ものだけが，現実の生産方法に取入れられる。従って結果から見れば，一見よ
り迂回的な生産方法がより大なる生産力効果をもつかのような観を呈する。け
れどもそれは飽くまでも結果としての事実であって，その事実の故に，より迂
．．． 
回的な方法が必然的により大なる生産力効果をもつと仮設することは，少なく
とも理論的にある種の誤解を招く虞れがある。と同時により迂回的と見える方
法（すなわち固定資本をより多く用いる方法）が，．経済性のテスト奎パスして現実. . . . . . .
の生産方法に取入れられた場合，それは結果としてもまた，やはりより迂回的
4 
"、. 
技術進歩と資本の生産性（森川） ?
な方法であることになるものであろうか；迂回過程の長さを平均生産期間で測
るとすると，そこにも 1つの問題が残るようである。
(1) ハロッドの基本方程式はGC=s。Gは成長率， S は貯蓄率，そしてCが資本係数
である。ハロッドはこの方租式を1948年の著書で公けにしたが (R.F. Harrod, To-
wards a Dynamic Economics, p. 77 ; 邦訳，高橋•鈴木，『動態経済学序説』昭和
28年， 104ページ），彼は同書で，それより前1939年3月の EconomicJournalにお
ける論文 AnEssay in Dynamic Theoryにおいて，同じ方程式を少し異った記号
で設定したと述べている。
(2) 資本の回転速度とは元来個別経済的概念をあらわす語であって，営業のために投入
された資金が生産・販売の過程を経て，再び資金として回収されるその回転の速さを
指している。この点，明らかにマクロ的概念である資本係数との間に少しニューアン
スがあるが， ここではそのニューアンスを無視して資本の回転速度をマクロ的に解
し，産出高と資本存在高の関係として捉えている。
(3) D. H. Robertson, Lectures on Economic Principles, Vol. I, ~958, pp. 61-3 
；邦訳，森川•高本， 『ロバートソン経済原論講義』第I巻，昭和36年， 70-3ペー
ジ。
(4) R. F. Harrod, op. cit., pp. 82-3 ; 邦訳 111ページ。
K (5) 平均生産期間ーにおいて， Kはある時点におけるストックの量であるが， 0は時間
0 K 
を含むフローの量である。従って仮りに一の値として4が得られたとすれば，産出高
゜0が例えば年産高であるか月産高であるかによって，平均生産期間はあるいほ4カ年
となり，あるいは4カ月となる。逆にいって資本係数は，産出高計算の期間を短かく
すればする程大となることになる。
(6) この関係を数字的に今少し明確にしておこう。仮りに素手で魚を捕える場合 1日の
労働で魚5尾が得られ，網を用いる場合には同じ 1日の労働で30尾の魚が得られると
しよう。しかしこの時迂回生産の方法によって，生産力が5から30に高まったとする
ことは早計である。何故なら網を作るために要した労働もまた，生産のための費用に
加えられなければならぬからである。仮りに網を作るに10日の労働を要し，その網が
20日間の使用に耐えるとしよう。この場合網を 1日使用するために要する費用は0.5
Hの労働である。換言すれば素手の場合1日の労働で魚5尾が得られたのであるが，
網を用いる場合 1.5日の労働で30尾が得られたことになる。従って迂回生産によって
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生産力が高まる程度は5から30へではなく， 5から20へでなくてはならない。このこ
とは一般的に表現すれば，迂回生産の利益を考量するに際しては，固定資本の償却典
を計算に加えなければならぬということである。そして更にいえば，今日資本を使用
する費用としては，償却費に加えて資本存在高に対する利子をも計上することが必要
であろう（次節参照）。いわゆる迂回生産の利益がこのような計慮を含むべきことは，
およそ自明の理であるが，素朴な迂回生産論議においては，とかくこの費用側面への
注意が不足勝ちであるように思われる。なお上記の網によって例示される固定資本が
用いられる場合，平均生産期間はそれの建造に要する期間とともに，その耐用期間を
も考慮に加えて算定されなければならない。ロバートソンの「完全平均生産期間」は
これを考慮に加えての平均生産期間を意味している (Conf.D. H. Robertson, op. cit., 
Vol. I, pp.62-3 ; 邦訳，前掲書，第I巻， 72-3ペー ジ参照）。
I[ 資本係数の安定性
技術進歩による生産力効果の一面は，産出物単位当り費用 （生産費） の低下
である。ところで資本の使用に関連して費用を分つと，これを資本費用と労働
費用に 2大別することができる。最も根源的な形でいえば資本費用とは資本維
持の費用すなわち資本の償却費，労働費用は労働の維持費いわば労働の再生産
費である。労働費用は，これもまた根源的に考えれば，労働人口を一定に保つ
に必要な最低限度の生活費ということになるであろう。しかしここでは一層現
実に近接した考察をなすために，資本費用を償却費プラス利子とし，労働費用
を現実に支払われる賃金としよう 1) 。もっとも個々の企業にとっては，•原材料
費等もまた費用のうちに含まれるが，それらは資本の置替え費用（従って 1種の
償却典）とも見られ得るし， またマクロの観点からはゼロに帰すとも考えられ
るから，以下においてはそれらを取立てて問題としないことにする。
かく考えて技術進歩を，その費用構成に及ぽす効果から類別すると，およそ
次の 3つの型になすことができるであろう。
(1) 資本費用と労働費用の割合が不変に保たれる型。これはいわば中立的な
進歩の型である。
?
技術進歩と資本の生産性（森川）
(2) 労働費用の割合が増加する型。これはいわゆる資本節約的（労働使用的）
な進歩の型である。
(3) 資本費用の割合が増加する型。これはすなわち資本使用的（労働節約的）
な進歩の型である。
そして技術進歩は上記 3つの型のいずれであれ，資本費用と労働費用を合計
した総費用を，産出高に対し相対的に低下させることになる。しかし事実上技
術進歩は多くの場合， (3)の資本使用的な生産方法への移行であるであろう。す
なわち日常の観念においても，技術進歩は生産過程の機械化もしくはより高度
の機械化と密接に結びついていると思われる。
資本使用的な（資本費用の割合が増加する型の）技術進歩は，先にも記した如<'
固定資本をより多く使用する生産方法への移行を意味する。そしてそれが技術
進歩の一般的傾向であるとすれば，一応の見として平均生産期間，従って資本
係数もまた，技術進歩とともに次第に大となるであろうことが考えられる。と
ころが知られるようにクズネッツ (S.Kuznets)は， アメリカの経済発展に関
する研究において，同国の資本係数は1879年以後の40年間に約 3から約4に上
昇しが，その後上昇が止まり， 1939年には却って約3.5に低下したことを統計
に基づいて明らかにした。この統計的研究の結果は，第 1次大戦以後の急速な
技術進歩と巨大な資本蓄積に思い合わせて何程か意外の感を人々に与え，経済
学者の間に若干の論議を呼び起こした。安田教授もこの問題について関心を寄
せ， 1920年代以降におけるイギリスおよびアメリカの経済発展に関する精細な
研究において，同じ期間における資本係数の推移に対し興味ある 1つの解釈を
下している 2)。
安田教授のこの点に関する研究は，統計的実証による仔細な考察であり，算
出された統計的数値もクズネッツのそれと必ずしも一致しない。しかし問題に
対する教授の 1つの解釈は， およそ次のように約言することができるであろ
う。すなわち 1国の経済発展に伴い，その国の産業構造においては漸次第 1次
産業から第 2次産業へ， 第2次産業から第3次産業への重点の移行が見られ
7 
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る。いうまでもなく第2次産業は製造工業を中心とする産業部門であって，巨
大な固定資本を必要とする部門であるに対し，第3次産業はいわゆるサーヴィ
スの提供を主とする部門であって，固定資本を必要とする度合が比較的小であ
る。従って産業構造の重点が第 1次産業から第2次産業に移る時期において
は， 資本係数が増大する傾向があるが， 第3次産業の比重が増加する時期に
は，同部門の低い資本係数が相殺的に作用し，産粟全体としての資本係数は停
滞もしくは低下することがある。アメリカにおいては1920年代以降，この産業
構造における第3次産業の比重増加が検出されるというのである。／
資本係数と産業構造との閑係に関する安田教授の研究は，しかしながら，主
として資本係数の短期的変化を問題とし，例えばこれによって1930年代初期の
世界不況をも説明しようとする。従ってクズネッツの長期趨勢的考察とはおの
ずから問題の局面が異るのであって，両者の結論が必ずしも平行しないのも敢
えで怪しむに足らない。安田教授の実証的研究は，それ自体として独自の意義
をもつものであり，＇われわれはその結論に対し異を立てようとするものでは
ない。しかしここでは一応クズネッツの結論を受け入れ，技術進歩の下におけ
る資本係数の長期的安定ーー一見奇異と感ぜられる事実ーーを•，次のように考
えようと思う。
すなわち技術進歩は多くの場合資本使用的生産方法の発達を結果し，生産過
程で用いられる固定資本の割合を増加させる。このことは第2次産業と第3次
産業とによって異るところはなく， 恐らく第 1次産業においても同様であろ
K う。従って資本係数ーにおけるKは当然に大となるが，その際もし0がそれに〇
従って大となるならば係数そのものの値は余り変化しないであろう (0一定の
下でKが大となるのであれば資本係数は勿論大となる）。 技術進歩と資本係数との関
係を推測するに際し，人々はとかく進歩に伴なう固定資本の増加に眼を奪われ，
その今 1つの結果である産出高の増加に思いをおよぽすこと不充分であるので
はないか。9 技術進歩によって固定資本 (K)が増加しても，それに伴なって産
出高 (0) もまた増加する傾向が強ければ，引きつづく技術進歩の下において
8 
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も，資本係数がほぼ一定に保たれる蓋然性は充分に存在する筈である。
企業は，技術進歩に基づく新しい生産方法—それは多くの場合より多くの
固定資本を用いる大規模生産方式であろう一を採用する場合，当然新方法に
? ?
よる産出高の増加， 更にはその増加した産出高の販路を考慮に加えるであろ
う。産出高の増加，販路の確実性の予想が立たなければ，新生産方法の経済性
は成立たず，従ってそれは現実の生産方法として採用されるに至らない。•この
ことは新しい商品の開発についても同様にいわれ得る。もっとも稀には新しい
機械によって労働が置き換えられ，新方法の採用が産出高の増加よりもむしろ
失業の発生につながる場合もあるであろう。 しかし経済全体の観点からすれ
ば，その場合失業する労働者はやがて他の産業に再雇用され，そこで経済全体
としての産出高を増加させることになる。すなわち極端なケインズ的不完全雇
用均衡の持続をを考えないとすれば，いわゆるマクロ的見地からは，技術進歩
の下においても経済は，景気波動による変動を平均して，およそ完全雇用を維
持する傾向をもつと見てよいであろう。この仮設は， 1930年代前半の大不況期
を除いて，経済の現実の発展にもほぽ該当すると考えられる。
すると技術進歩は一方においてKの増加を生ずるとともに，他方において0
の増加をもたらす方向に作用する。その多くがいわゆる労働節約的であるにし
ても，それは雇用量の減少をではなく，産出高の増加を結果し，それだけ全体
としての経済的福祉を増進させることになる 3)。かく考えると技術進歩の著し
い時期を通じて，資本係数がほぽ一定に保たれたとしても，それは特に異とす
るに当らない。クズネッツによって統計的に実証された資本係数の安定は，ぃ
わば外面的に観察された 1つの事実である。これを理論的に如何に説明するか
が1つの問題であったのであるが，ここではそれを以上のようなKと0の関係
において理解しようとする。 9 
(1) 労働の再生産費という語を用い，またこれを労働人口を一定に保つに必要な最低限
度の生活費（生活資料の価値）とする考え方はマルクス的である。しかし現実の問題
として，このような最低限度をどのような生活水準と見るかは，簡単に論定せられ得
， 
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ない。ただこのような考え方をすれば，労働を，資本と相並ぶ永続的資源と見ること
ができるであろう。また現実に近接した考察において利子を資本費用に含ませること
についても，価値論，分配論の立場によっては多くの議論がなされ得る。けれども今
はそれらの議論に立入らず，今日一般に許容されている理論に従い，利子を資本使用
に対する確立された費用として考えることにする。
(2) 安田信一，『経済成長•発展と産業構造」昭和32年，第 2, 3章。
(3) もっともこのような生産力増加の利益は，常にそのすべてが産出高増加の形で収得
されるとは限らない。その一部が労働時間短縮の形において享受されることもあるで
あろう。このことは，近年技術進歩の著しい産業における，労働事情の現実の推移に
ついて見ても明らかである。
皿 技術進歩と資本装備率
技術進歩は，現実の一般的傾向として，生産方法がより資本使用的，もしく
はより多くの固定資本を用いる方法となる結果を生ずる。従って生産費の構成
においても，資本費用の占める割合が一層大となるであろう。そしてこのこと
は，たとい資本係数に見るべき影響を与えないとしても，生産のために組合わ
される資本と労働の割合に 1つの変化が生ずることを意味する。ここではその
組合わせ割合を，労働者 1人当りに配せられる資本の量で考え，これを資本装
備率（英語の capital-labourrelationに当る）と称することにする。雇用労働者
K 数を L とすれば資本装備率は一であり，従•って，それは生産に用いられる固L 
定資本が増加するに伴って大となる。よって一般に技術進歩は，資本装備率を
大ならししめる傾向があるといい得るであろう。
ところが資本装備率によってあらわされる関係は，マルクスの用語にいう資
本の有機的構成に該当する。そして装備率の大となることは，いわゆる資本の
有機的構成の高度化に外ならない。そこで技術進歩は多くの場合，資本装備率
を大ならしめ，資本の有機的構成の高度化を生ぜしめることになる。けれども
この際注意を要するのは，この意味における資本の有機的構成の高度化と，先
に引用した迂回生産過程の延長とが，決して同一事を意味するのではないこと
10 
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, K 
である。既に明らかであるように，資本の有機的構成は資本装備率 Lーーに当る概
K 念であり，迂回生産過程は平均生産期間または資本係数0-によって表示される
数値を指している。両者は別のことであるから，一方が変化しても他方が不変
に残ることは現実に起こり得るのであって，資本の有機的構成の高度化が，直
ちに迂回生産過程の延長に結び付くとはいうを得ない。ところが従来これら 2
つの用語がしばしば混同的に用いられ，ために観念的な混乱をきたす場合もあ
るようであった。例えばハロッドでさえも，若干この種の錯覚に影響されてい
ると見られる節がある。
例説するとハロッドは，利子率一定の下で資本係数に変化を生ぜしめない発
明をもって中立的発明と定義するのであるが，それに引きつづき，発明が所得
の増加率よりも一層大なる資本の増加率を必要とする時に，その発明は労働節
約的または資本使用的 (labour-savingor capital requiring)であるのであり，逆
は逆であると記している1)。これはいうまでもなく迂回生産過程（資本係数）を
大ならしめる発明をもって，資本使用的従って労働節約的となすものである。
けれどもある発明が資本使用的であるか否かは，資本係数の変化によってよ
りも，資本の有機的構成（資本装備率）が如何に変化するかによって規定するこ
とが一層合理的であるのではないか。すなわち例えば資本の有機的構成の高度
化は，生産に用いられる資本の割合が労働のそれに対しより大となることを指
し，明らかに資本使用的といい得るからである 2)。
仮りにある発明があって，それは産出高と同じ比率で資本の増加することを
必要とするが，労働は同じ比率で増加することを要しないとしよう。この場合
その発明はハロッド的規定では中立的であり，従って資本使用的でないことに
なるが， 資本の有機的構成の関係では明らかに資本使用的（労働節約的）であ
る丸資本使用的の語は，これをいずれの意味に使用するのがより適当である
か。用語に対する概念規定はある程度自由であるけれども，観念の混同を生ず
る恐れのある規定の仕方はなるべく避けた方がよいであろう。クズネッツの統
計的研究の結果に対し，当時人々が何程か奇異の感を抱いたのも，恐らくこの
11 
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ような観念の混同に発するのではないかと思われる。
要言すれば迂回生産過程と資本の有機的構成とは，同じ意味をもつ 2つの用
語であるのではない。前者は資本係数によって測られる平均生産期間を指し，
後者は資本装備率と呼び得る資本ー労働比率をいうものであって，これら 2つ
の概念が異ることは今や明瞭である。よって技術進歩とともに増大する傾向の
あるのは資本装備率であって，資本係数ではないことを，われわれもまた注意
しなければならない。
(1) R. F. Harrod, op. cit., pp. 26-7 ; 邦訳， 35ペー ジ。
(2) 小稿第2節では，技術進歩が資本使用的であるか，資本節約的であるかを，費用構
成における資本費用の比率が大となるか小となるかによって規定した。ここでの「資
本の有機的構成」による規定は，別言すれば資本と労働の組合わせ比率による規定で
あり，文意的には明らかに先の費用構成による規定と一致しない。けれども資本の増
加は必然的に資本費用の増加を相伴なうであろう。よって更に第5節に記するよう
に， 「資本費の増加は資本の増加に比例する」という仮定をおくことが許されるなら
ば，費用構成による規定も，．資本と労働の組合わせ比率による規定も，実質的には同
ーに帰するであろう。以下2つの規定は互いに代替し得るものとして，資本使用的，
資本節約的の語を用うることにする。
(3) なおハロッド的規定では次のような矛盾も生ずるであろう。例えば発明によって産
出高が増加するが．その増加率は必要とされる資本の増加率よりも大であり，更に必
K 
要とされる労働の増加率は資本の増加率よりも低い湯合である。この場合百は小とな
るから その発明は資本節約的である と-ろが L K・ ーは一0 0 よりも一層小となるから，
この関係では発明は労働節約的である。すなわちその発明は資本節約的であると同時
に労働節約的であることになり， 1種の矛盾を露呈する。・資本と労働の組合わせ比率
による規定ではこのような矛盾を生ぜず，資本節約的発明の半面は必ず労働使用的で
K ある（上例の場合—ーは大となって，その発明は資本使用的．そして半面労働節約とな~ 
るであろう）。
IV 資本の生産性，労働の生産性
資本係数の逆数である岳は，既述の如く資本の回転速度を意味するが，同時
12 
技術進歩と資本の生産性（森川） 13 
にまた資本の「生産性」を表示するものと見られ得る。すなわちそれは資本一
゜定単位当りの産出高（一定期間の）を示すからであり， そのことはrを，労働゜の生産性をあらわすーと対比すればおのずから首肯．され得るであろう。いうL までもなく資本の生産性は，労働の生産性と同じく平均的にも，また限界的に
もこれを想定することができる。
ハロッドはその成長率の基本方程式における資本係数 (C) を，一定期間の
資本の増加分を同期間の生産の増加分で割った商，すなわち一定の生産増加に
対し，そのために幾何の資本増加が必要とされるかの割合として定義している
が？，逆に表現すれば，それは一定の資本増加から幾何の生産増加が生ずるか
の関係を示す係数であり，明らかに資本の生産性というに該当する。またドー
マーの成長率方程式における dは新投資の生産力をあらわし，これは端的に新
投資の生産性を意味している 2)。 「資本の生産性」の語は， 「労働の生産性」
の用語程一般化していないけれども，それに等しい概念はこのように，近年の
成長理論において，しばしば重用されているのである。ハロッドおよびドーマ
ーの成長率方程式がいわゆるハロッドードーマー的方程式として同型視される
のも，両者が共通して貯蓄率とこの資本の生産性に当る係数とを含んでいるで
0 0 からあろう。そこで資本の生産性，万および労働の生産性， tが意味するところ
を，今少し立入って考えて見よう。先ず労働の生産性はいうまでもなく，労働
一定単位（例えば労働者1人） 当りの産出高を意味するc そしてその際産出高
は，生産性本来の意義から，物理的産出高の意味をもつであろう。物理的産出
高は，単純な場合には，産出物について直接に計測することもできる。しかし
いわゆるマクロ的考察においては，通常市場価格で測った産出物の価値量とし
て計測される3)。価値量で計測された生産性は，時に「価値生産性」と呼ばれ
るが， 市場価格で測られたままの価値生産性では， それの変化が本来の意味
（物理的）の生産性の変化を， 正確に表示するとは限らない。すなわちそれの
変化には本来の生産性の変化の外に，産出物価格の変化の影菩が含まれること
になるからである。よって市場価格で測られた価値生産性の変化から，価格変
13 
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化の影響を除去し，本来の意味における生産性の変化を計測するためには，市
場価格で測られた価値量としての産出高を，適当な物価指数によって修正し，
いわゆる実質タームにおける産出高を算出して，これに対する生産性の変化を
見るという方法がとられる。かくてわれわれは，価値量で計測された産出高に
よりながら，なお物理的意味の労働の生産性を語ることができる。 ， 
次に資本の生産性も本来的には，労働の生産性と同様に，物理的生産性の意
に解せられてよい。例えば特定種類の機械 1台当りの物理的産出高というよう
にである。しかしこのような考え方には 1つの問題がある。というのは，産出
高を不変価格で計測し，これを物理的産出高と見ることは許され得るとしても，
ある種の機械をもって資本一般を代表させ得るか否かが問題となるからであ
る。別言すれば資本は，多種多様の財から成り，それらを何等か共通の物理的
単位で通計することが不可能であるばかりでなく，資本の概念そのものにも芳
干議論の余地があるのである。しかし後の点はとに角として，多種多様な資本
財も価値量で測れば通計することができ，更に市場価格で測られた価値量を滴
当な物価指数で修正すれば，実質タームにおける資本量を計測することがで全
るであろう。その実質タームにおける価値量を，産出高の場合と同様に，物狸
的資本量と解すれば，その一定単位に対する資本の物理的生産性を計測するこ
とが可能となる0。すなわちこの意味において，われわれは，資本についても
物理的生産性を想定しようとするのである。
ところで資本の生産性においては，上記の関係により，分子も分母もともに
価値量であり， I従ってそれは同一単位における 1つの比率，もしくは産出高を
資本存在高で除した高としてあらわされる。労働の生産性の場合には，分子は
価値量であるけれども，分母は労働量（労働者数または雇用日数等の） という物. . . . 
理的数量である。従って労働の生産性は，同一単位における比率としてこれを
あらわすことができない。労働一定単位を前提とし，それに対する産出高を指
数化し，簡単にその変化を表示し得るにしても，その生産性の基準には一定労
働量という物理的数量がある。しかし資本の生産性の場合には，そのような物
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理的基準を必要とせず，生産性は端的に 1つの数値で表現される。例えば資本
係数が 4 である時，資本の生産性は¼である。そしてそのことは，資本がその
弧に当る年産出高をもつことを示すのであるが，同時にまたそれは，資本の回
転速度が年¼であることをも意味するであろう。
0 0 
資本の生産性はK'労働の生産性は一Eである（いずれも実質タームにおける）か
ら，両者の関係から資本装備率がまたおのずから導き出される。すなわち資本
K 装備率ーについてL 
が炉噂， あるいは§唸疇
の関係が成り立つ。この関係は殆んど自明的であるが，なお若干異なるいい方
で言葉をもって表現すれば次のようになるであろう。すなわち資本の生産性に
対し，労働の生産性が相対的に大となる時には，資本装備率は大となり，逆は
逆である；また反対にいえば，資本装備率が大となる時には，労働の生産性は
資本の生産性に対して相対的に大となり， 逆は逆である， と。 そしてこの理
も，勿論，上来の概念規定からの当然の帰結である。
以上労働の生産性，資本の生産性，資本装備率等の語が，本来物理的な意味
をもち，またそのように解さるべきであることを明らかにした。さて問題は技
術進歩がこれら労働の生産性，資本の生産性，資本装備率等と如何なる関連を
もつか；更には技術進歩がそれらの関連において産出物価格，賃金率，利子
率，従って所得の分配に如何なる変化を生ぜしめるか等である。しかし技術進
歩には若干の型があり，また産出物や生産要素の価格変化には，生産性以外の
要因も作用するから，問題の諸関連を一義的に定式化することは勿論できな
い。 2, 3の仮定を設け，場合を分って考察する外はないが，なおその前に明
確にしておくを要する 1つの点がある。
．すなわち先にも関説したように，技術進歩による新しい生産方法は，それが
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経済的に引合う，またはより有利である場合に，始めて現実の生産方法に取入
れられる。経済的により有利である，あるいは引合うということは，投入され
る費用に対して産出高が相対的に増加するか，あるいは少なくとも産出高が費
用と同じ割合で増加することである。故にここでまた費用計算が考慮に取り入
れられなければならない。ところが労働の生産性における Lは投入された労働
量であって， それ自体費用（労働費用）を意味するが， 資本の生産性における
Kは資本存在量であって， そのまま費用（資本費用）となるのではない。従っ
0 . 
て資本の生産性係数rをもって，直ちに産出高対資本費用の比率と見ること
は一応できないであろう（労働の生産性係数においてはそれが可能である）。 しかし
資本費用は償却費プラス利子であるから，仮りに償却率および利子率を一定と
なすならば，資本費用もまた資本の生産性係数に比例して変化する，と考え
ることができる5)。すなわち Wを賃金率， dを償却率， iを利子率とするなら
ば，労働費用は Wム資本費用は (d+i)Kである。従って w,d, iをそれぞ
れ一定と仮定すれば，労働費用に対する産出高の比率および資本費用に対する
それの各変化，ならびに労働費用に対する資本費用の比率の変化は，それぞれ
労働の生産性係数，資本の生産性係数，資本装備率係数の変化に比例すると見
ることができる6)。
なお新技術による生産方法が経済的に引合う，あるいはより有利であること
は， Pを産出物価格とすれば PO~wL+(d+i)K の関係が成立つことを意味
L するであろう。同じことを産出物単位当り費用の関係からいえば， P~w0
. L 
+(d + i)がの関係が成立することである。そしてこの時。ーおよび~が，それ
ぞれ労働の生産性係数の逆数および資本の生産性係数の逆数（いわゆる資本係数）
であることはいうまでもない。
(1) 小稿第 1節，注(1)参照。
(2) ドーマー (E.D. Damar)の論文 "Expansionand Employment" (The Ameri-
can Economic Review, Vol. 37, Mar., 1947.) で示された基本方程式 .di石~JG に．
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よる。方程式の左辺は所得の年間増加高，右辺は生産能力の年間増加高を示す。ーは
1 
ct 
乗数であるから aは貯蓄率， 6は新投資の生産性である。方程式の意味は更めて説く
までもないであろう (Conf.E. D. D:>mar, Essays in The Theory of Economic 
Growth, 1957, pp. 90-91)。
(3) 単純な場合と v,ヽ うのは，例えば産出物がただ一種の財である場合である。この場合
の例店 1企業または 1企業内の 1生産部門において時に見られ得るが，その場合も
し産出物価格の一定を仮定すれば，産出高は物理量で測っても価値量で測っても，生
産性計測の上からは同じことになる。
(4) 資本の実物性’を重視し，それとそれの生産物（例えば船舶と用船料）とを対照的に
考える立場を固守すると，資本はむしろそれに対し貨料または準地代 (quasi-rent)
の支払われる実物財を意味することになり，資本の一般概念から若千逸脱すること
になる。この点資本の本質を何と見るかに関連するのであって，詳しくは資本理論，
利子理論に譲る外はない。
(5) 資本償却率および利子率を一定と仮定するのは，主としては考察の便宜のためであ
る。現実の償却率は実物資本の種類によって異るであろうし，採用される償却方法も
常に一定であるとは限らない。また利子率も支払利子についていえば，資本借入れの時
期によって異ることがしばしばあるであろう。しかし個別的差異を平均的に捉えるマ
クロ的観点から，ここでは単純化のために，それぞれの率を一定と仮定しようとする
のである。
(6) 先に技術的進歩が資本使用的であるか，労働使用的であるかの区別を，労働費用と
資本費用の構成比の変化によって規定したが（第2節）， それはまた資本装備率の変
化によっても規定することができる。しかし労働費用と雇用労働祗，資本費用と資本
存在址が，それぞれ比例的に変化するものと仮定し得るとすれば，両者いずれの基準
によって規定しても，実質的に同じであることになるであろう（第3節注2参照）。
V 技術進歩と所得分配
問題となる諸関連を明確ならしめるために，若干の仮定をおくことから出発
しよう。先ず (1)技術進歩によって資本使用的な生産方法が尊入されるとする。
しかし経済全体として雇用労働量は不変とされ（完全雇用の仮定）， 従って一定
17 
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K 労働量に対し資本存在量が増加する方向において，資本装備率—ーが大となるとL 
゜仮定される。 (2)資本の生産性rは一定であるとし，従って産出高（物理的の）は゜資本の増加に比例して増加する。その結果労働の生産性ーは上昇することにL なる。 (3)賃金率(w),資本償却率(d),利子率(i)は一応不変であると仮定する。
すると総額としての労働費用は一定であり，資本費用は資本増加に比例して増
加することになるであろう。これらの仮定のうち (1)と(2)は現実の傾向に沿う
ているが， (3)の仮定はやや恣意的である。恣意的な仮定については順次別の
考慮を加えることにする。
以上の仮定の下で先ず産出物価格が不変に保たれると仮定しよう。すると価
値で測った産出高は費用以上となり (PO>wL +(d+ i)K), 従って新技
術を採用した企業には利潤 (windfallprofits)が生ずることになる。すなわ
ち資本費用は産出高と同じ割合で増加するが，労働費用は不変であるからであ
K る。従ってこの時生ずる利潤の高は資本装備率(--)の変化に依存することにL 
なるであろう（すなわち装備率が大となればなる程，利潤の高は大となる）。
ところが新技術が普及し，競争の圧力が作用すると，やがて産出物の価格は
低下し，利潤は消滅するに至る。すなわち産出高は費用と等しくなる (PO=
wL+(d+i)K)。 この状態（いわば定常的状態）について見ると， 賃金率，
利子率は一定であるから，賃金額(wage-bill)は一定に止まるが利子額(interest-
bil)は増加し，所得分配における相対的分け前 (relativeshare)は資本に有利
に変化する。しかし一方産出物価格が低下するのであるから，実質賃金率，実
質利子率は上昇するであろう。いわゆる技術進歩の恩恵が社会の全所得者にお
よぶと称されるのは，この状態を指している。
次に賃金率一定の仮定を取り除き，賃金率は労働の生産性の上昇に比例して
上昇するとする。ただし利子率一定の仮定はそのままとしておく。恐らくこの
仮定は，技術進歩に際して生ずる現実の傾向により近いであろう 1)。そしてこ
の場合にも産出物の価格は一定に保たれると仮定しよう。すると価値で測った
産出高は，費用に比例して増加し，そこに利潤の発生する余地はない。けだし
18 
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労働費用は0の増加に比例して増加し，資本費用はKの増加に比例して増加す
゜る；そしてKの増加は万一定の仮定により 0の増加に比例する（すなわち両費用を合計した総費用は0の増加に比例して増加する）からである。従ってこの時にはま
た，賃金額と利子額とが同じ比例で増加することになるから，所得分配におけ
る相対的分け前は変化しないことになるであろう。けれども貨幣賃金上昇，産
出物価格一定，利子率一定であるから，実質賃金率は上昇し，実質利子率は不
変であることになる。そこに技術進歩の恩恵が主として労働者によって享受さ
れ，他の所得階級におよばないといわれる状態が出現する。
技術進歩が進行する過程において，産出物価格，賃金率，利子率が如何に変
動するかは，上記各要素の生産性，資本装備率ばかりでなく，産出物および各
要素に対する需要供給に関連する諸多の要因によって規定される。従って産出
物および各要素の価格の動きを上のように見ることは，単なる仮定に過ぎず，
現実的意義をあまりもたないといわれるかも知れない。しかし上記仮定の下に
おいて示された諸結果は，技術進歩に伴って生ずる産出高，各要素の生産性，
資本装備率，産出物価格，賃金率，利子率，所得分配等々における諸変化の原
型を示すものと見ることができ，従ってそれは現実に生ずる諸変化を分析する
ための，有用なモデルとなり得るであろう。
なお以上の分析に関連し，論点を明確ならしめるために付言を要する 2, 3 
の問題がある。その 1つは資本の生産性の概念に関連するが，例えば新しい機
械の発明により， 同一労働量でより多くの産出高が得られるようになった場
合，その産出高増加は労働の生産性によるのではなく，新しい機械すなわち資
本の生産性または生産力によるのではないか，という考え方がある。かって利
子学説において唱えられた生産力説 （利子を資本固有の生産力から説明しようとす
る学説）は， 恐らくこのような考え方に基づいて， 資本に固有な生産力を認め
ようとする論であった。しかしこのような生産力概念は，労働の生産力を何等
か一定のものと前提することによって成立する（前出の素朴な例でいえば，網の使
用によって魚の捕獲数が増加する時，労働の生産力を，網を用いない場合の捕獲数と前提
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することによって，その増加分が網すなわち資本の生産力に帰せられ得る）2)pけれども
今日いわれるところの要素の生産性とは，そのような前提に基づいての各要素
に固有的な生産力の意ではない。
今日分配理論の主流は限界生産力説と見られるが，その際用いられる生産力
概念は，収獲逓減法則と代替原理に基づいて想定される各要素の投入高と産出
高との相関を示す生産性の概念に当るものであって，各要素に固有な生産力と
いうが如きものではない8ぢ従って新しく発明された機械を，あたかも新技術
を体化した (embodied)資本のように考え， これに固有の生産力を想定しよう
とする考え方は，近代理論における生産性概念からは縁遠いものといわなけれ
ばならない。
技術進歩について時に取上げられる問題の 1つはまた，進歩に対する刺激要
因 (incentive)に関連する。すなわち既に見たように，技術進歩は労働の生産
性を高め，それに従って賃金を上昇させる傾向がある。しかしそのために，技
術進歩の経済的成果がすべて賃金に吸収されることになれば，進歩のために払
われた苦心と努力が適当に酬いられることにならず，従って技術進歩に対する
刺激が弱められるのではないかという疑問が生ずる。しかし同時に，この場合．．．．．． 
進歩への努力に対する報酬を，いわゆる資本の生産力との関連において，資本
に結びつけょうとする議論も余り聞かれない。当然のことではあるが一応注意
しておこう。
技術進歩への努力を担当する主体は，経済学的範疇において見れば企業であ
ろう。従って進歩への努力に対する報酬はこれを利潤と考えることができる。
企業が利潤動機から，絶え間なく新技術，新規軸の開発に駆り立てられている
イノペーVヨン
ことは，既に周知の事実であり， またシ・ュンペーターはその「革新」の理論
において，．技術革新の起動力としての企業の役割を，極めてヴィヴィッドに描
出している。よって技術進歩に対する刺激要因の問題は，結局，進歩の代償と
しての適当な利潤の確保という問題に帰するであろう4)。
いうまでもなく利潤は価値で測られた産出高と，労働費用プラス資本費用と
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の差である。従って技術進歩により物理的産出高が増加する場合においても，
一方産出物価格が不変であり，他方賃金率と労働の生産性，利子率と資本の生
産性がそれぞれ同比率で同方向に変化するならば， PO= wL +(d + i) K 
の関係が成立し，上に見たように利潤は生じない。ここで利子率と資本の生産
性との相対的変化がまた，利潤に影響することを注意しなければならないが，
問題を簡単にするために当面その関係を考慮の外におこう 5)。すると産出物価
格と賃金率との関係において，技術進歩により労働の生産性が上昇する時，価
格一定で賃金が生産性と同じ比率で上昇するか，あるいは賃金一定で価格が充
分下落するかすれば，利潤は生じない；価格も賃金も不変であれば利潤が発生
するであろう（前出参照）。従って賃金の上昇率が生産性の．上昇率より小さく，．． 
価格の下落が不充分である場合には，低度の賃金上昇と価格下落の下で利潤の
存続することもあり得る筈である 6)。
およそ以上の分析が示唆するところは，利潤は，たとい技術進歩から生ずる
にせよ， 所詮一時的なものであることである。 新技術を採用した企業は， 当
初，開発の努力に対する報酬と考えてよい若干の利潤を収得し得るであろう。
しかし新技術の普及と商品市場および要素市場における競争の作用とは，やが
てその利潤を消滅させ，価格＝費用の均衡状態を生ぜしめると考えることがで
きる。もっとも現実の問題としては，その均衡状態の成立が，特許，独占その
他の不完全競争要因によって妨げられることも，しばしばあり得るであろう。
かくてまた新技術による特別の利潤が，特許，独占等々により相当長期にわ
たり確保されることになると，その利潤を支える特許権，独占力等々が， 1種
の資産としてそれぞれある資本化価格 (capitalizedvalue) をもつようにもな
る。これらの資本化価格を含んで評価された企業の資本に対しては，勿論特別
の利潤は存在しないことになるであろう。同じ関係がまた技術進歩によって創
り出された新しい機械，設備等についてもあてはまる。例えば新技術に適応し
て創り出された新機械が，旧来の機械に比しより高度の性能をもち，それの使
用によってある余分の利益を挙げ得るとすれば，新機械はその生産費に拘わら
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ず，その余分の利益の資本化価格に当る市場価格をもつことになるであろう。
「新技術の体化」とは，むしろこのような資本価格の決定を指すに適する言葉
ではないかと思われる。一般に資本主義経済においては，新らしく生産される
実物資本はもとより，既存の資本も常にこのような資本化計算による評価，
再評価を受けるであろう。資本係数におけるKは，実物的に観念されるにして
も，結局価値量で測られる外ないのであるが，資本の価格がかかる資本化計算
の影響を受けているものとすれば，統計的に実証されたといわれる資本係数の
安定性にも， 1つの理由が想像され得ないでもない。 しかしここで取上げた
技術進歩に関連する 2, 3の諸問題については，なお理論的検討の余地が多々
あるであろう。今は唯問題の考え方の基本線を探り当てようとしたに止まる。
(1) 労働の生産性の上昇はいわゆる労働能率の向上であるから，その結果の一部は労慟
時間の短縮となってあらわれるかも知れない。しかし能率向上によって雇用量の減少
することがなければ，労働時間の短縮は事実上の賃金引上げである。
(2) 労働と資本と， いずれか一方の生産力を前提として他方の生産力を導き出す方法
が， 1つの論理的矛盾を含むことはしばしば指摘されるところであるが，その問題を
別としても，一般に技術進歩がある時，労働そのものの内容に変化が生ずることもま
た注意されねばならない。いわばより高級な機械を取扱う労働は，質的により高級な
労働であるのが通例であり，そこに労働の質的変化が考えられる。すると技術の変化．
にも拘らず労働の生産力を一定と前提することにも，当然問題が生ずるであろう。
(3) 「生産力」といい， 「生産性」といってもそれに当る英語は "producti vi ty"であ
る。 「生産力」の語は， 何か要素に固有な性能というような観念を与える。 しかし
「限界生産力説」でいう生産力は，そのような意味の生産力ではない。従って "mar-
ginal productivity theory"を「限界生産う説」と訳すことは，必ずしも適当とい
えないのであるが，ここでは多年の慣用に従ってこの語を用いた。よってこの場合の
生産力の語は生産性の意味に解さるべきである。． 
(4) 技術進歩の推進者を企業に限定することには問題があるであろう。一層広い観点か
らすれば，技術進歩は科学者，技術者，経済・経営に関与する実務家，研究者等多くの
人々の苦心と努力の結果である。従って技術進歩への努力に対する報酬といえば，こ
れらの人々の苦心と努力に対する報酬もまた考えられなければならない。ところがこ
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れらの人々のなかには，企業内で業務に従事する人もあれば，企業の外で活動する人
もある。これらの点を如何に考えるかは，確かに 1つの問題をなすであろう。けれど
もこの問題は，経済的側面に関する限り（特許権または社会的栄脊の授与等の問題を
別として）， 1部分は賃金格差の問題として，他の部分は個々の業績に対する報償（賃
金の一形態または利澗の配分）の問題として，こ・れを賃金論または利潤論の分野で処
理することができると思われる。ここでは経済学の伝統的方法に従って，生産要素を
土地，労働，資本，企業に 4分し各要素の機能とそれに対する所得の分配という観点
から，当面の問題を考えている。しかしこの4分法そのものも，概念規定に常につき
まとうある程度の不分明な領域を残すことは，これを否定することができない。
(5) 利子率の変4ヒが資本の生産性との関連において，産出高と費用との収支計算に影響
をおよぼすことは多言を要しない。そしてそれはひいて企業の投資意欲（技術進歩に
基づくと否とを関わず）にも影響を与えるであろう。 ところがかってオクスフォ
ード大学その他の調査結果として，利子率の変化が企業の投資意欲に殆んど影響を与
えないことが検証され，一時学界の注目を惹いた。しかし企業の投資意欲は，企業の・
収支計算の分析が示すように，利子率以外の諸要因にも直接的に関係し，しかもその
諸要因の多くが将来の予想にかかわりをもつ。従って調査の方法も問題であるが，そ
の結論としての主張には簡単に同意することができない。．．．．．．． 
(6) ここで価格の下落が充分である，あるいは不充分であるというややあいまいな表現
を用いた。その充分または不充分の意味はおのずから推知され得るところであり，差
当ってはそれを諸係数によって盤的に明確にする必要もないであろう。また可能な 1
つのケースとして，賃金は労働の生産性と同じ比率で上昇するが，産出物価格も騰費
するために利潤が生ずる場合も考えられ得る。新商品または新品種の開発の場合に．． 
は，これに類する事態の生起が想像され得るが，その場合価格騰貴の判定に困難があ
るであろう。既存の商品種類について，技術進歩の結果価格が騰貴することは，明白
なインフレーションの場合を除いて，一応考慮の外においてよいと思われる。
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